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本日申し上げたいこと

医療安全・事故調査制度に関する当協会の取り組み

現在の研修の実際

今後の展望：

支援団体として、病院団体として当協会が今後なすべきこと
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医療安全・医療事故調査制度に関する
当協会の取り組み

当協会では、「病院あり方報告書」を通じて医療、病院のあるべき姿を内外に発信して
きた。医療の質、安全については2002/2004/2007年度版で既に下記のような内容が言及
されている。

※会長が統括、各委員会委員長が中心

※当協会の根幹をなす考え方と活動方針を公表

医療の質と安全の確保は必須の事項

中立な第三者機関に事故報告を集積することが必要。専門家（第三者機関における医
療の専門家）による調査分析と現場への事故防止策などの還元が必要

守秘および免責の担保

被害者救済と紛争解決の取り組み⇒相談窓口として第三者機関の設立が必要（被害者
救済と医療機関の負担軽減）
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西澤寛俊会長（当時）のもと、
医療事故調査制度の運用に関する

諸問題を検討

医療の質と安全の向上に主眼を置いた実務
的な方法を検討し提案

①院内調査：医療事故調査、遺族への説明、
センター報告、支援団体の支援について
②センター業務：院内調査結果の収集、整理・
分析、センターが行う調査、従事者に対する研修、セ
ンターの行う普及啓発について
③「医療に起因し、または起因すると疑われる事例」、「医療
に起因しない事例」について例示
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医療事故調査制度に係る
病院としての対応指針を策定
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医療安全・医療事故調査制度に
関する取り組み

【全日病】安全事故調関連 2015～2024 年度実績概要 

 

１．研修 

 ■当協会単独【計 8研修】 

 業務フロー図作成講習会（1日演習）                  計 14 回 

 特性要因図作成研修会（1日演習）                   計 12 回 

 医療安全管理体制相互評価者養成講習会（2日演習）           計 14 回 

 医療安全管理体制相互評価研修会 

―病院管理者・幹部が留意すべき事項―（1日演習）           計 1 回 

 「医療事故調査制度への医療機関の対応の現状と課題」研修会（半日講義）計 16 回 

 院内事故調査の指針 事故発生時の適切な対応研修会（2日演習）      計 12回 

 医療事故調査制度事例検討研修会（1日演習）              計 9 回 

 医療事故調査制度 適正な対応・事例検討研修会（1日演習）       計 1 回 

 ■（一社）日本医療法人協会と共催【計 3研修】 

 医療安全管理者養成課程講習会（4日講義+2日演習）          計 10 回 

 医療安全管理者継続講習（演習）会（2日演習）             計 3 回 

 医療安全推進週間企画 医療安全対策講習会（半日講義）        計 10 回 

 ■（一社）日本品質管理学会と共催【計 1研修】 

 医療機器安全管理講習会（半日講義）                 計 2 回 

２．医療事故調査等支援団体としての支援 

 ■相談・問合せ等件数                 計 29 件 

 ■支援内容 

  ａ）制度全般に関する相談              計 0 件 

ｂ）医療事故の判断に関する相談           計 6 件 

ｃ）調査に関する支援等 

  ①調査手法に関すること             計 0 件 

②報告書作成に関すること            計 0 件 

③院内事故調査委員会の設置・運営に関すること  計 0 件 

④解剖に関すること               計 0 件 

⑤死亡時画像診断に関すること          計 0 件 

⑥院内調査に関わる専門家の派遣         計 23 件 
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参考）研修実績
2023年度
実施数

2022年度
実施数

2021年度
実施数

2020年度
実施数

2019年度
実施数

2018年度
実施数

2017年度
実施数

2016年度
実施数

2015年度
実施数

実施年度開催回数開催日数等共催研修会名連番

1111111112015～2024104日講義+2日演習（一社）日本医療法人協会医療安全管理者養成課程講習1

------1112015～201732日演習（一社）日本医療法人協会医療安全管理者継続講習（演習）会2

1111111112015～202410半日講義（一社）日本医療法人協会医療安全推進週間企画 医療安全対策講習会3

-------112015～20162半日講義（一社）日本品質管理学会医療機器安全管理講習会4

1122112132015～2023141日演習業務フロー図作成講5

11221122-2016～2023121日演習特性要因図作成研修会6

122324---2018～2023142日演習医療安全管理体制相互評価者養成講習会7

1--------2023のみ11日演習
医療安全管理体制相互評価研修会
―病院管理者・幹部が留意すべき事項―
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1122211152015～202316半日講義
「医療事故調査制度への医療機関の対応の現状と課題」研
修会
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1111111232015～2023122日演習院内事故調査の指針 事故発生時の適切な対応研修会10

11111112-2016～202391日演習医療事故調査制度事例検討研修会11

---------2024～11日演習医療事故調査制度 適正な対応・事例検討研修会12
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参考）外部団体等への委員派遣実績
役職名会議名団体名連番

委員（2015～2023年度）医療事故防止事業運営委員会（公財）日本医療機能評価機構1

委員（2024年度～）医療事故情報収集等事業運営委員会（公財）日本医療機能評価機構2

委員（2015年度～）医療事故調査・支援事業運営委員会（一社）日本医療安全調査機構3

副会長（2016～2020年度）
委員（2021年度～）

運営委員会中央医療事故調査等支援団体等連絡協議会4

委員（2015～2016年度）医療安全対策委員会四病院団体協議会5

委員（2015年度）医療事故調査制度に関する普及啓発委員会（公社）日本看護協会6

委員（2021年度）
介護施設等における認知症者の感染防止・安全管理策に関する調査研究事
業に係る検討委員会

（株）エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所7

委員（2023年度）
令和5年度 厚生労働省 医薬・生活衛生局 医薬安全対策課 委託事業「高齢者の
医薬品適正使用推進事業に係る実態調査及び指針と業務手順書等の見直しの検
討・作成一式」委員会

（株）エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所8

委員（2015年度）ガス設備等安全確保に係る問題検討委員会(公財)医療機器センター9 11



参考）医療の質、安全に関する刊行物

制度の黎明期から長らく
当委員会委員長であっ
た飯田修平先生をはじ
め多くの専門家による著
作の一部です。

医療の質向上の上に医
療安全文化が成り立つと
いうコンセプトを貫いてき
ました。
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研修を通じてわかった医療事故調査の課題
「医療に起因する、予期せぬ」事例の判断

合併症との判断の困難さ ⇒ 研修会の内容に反映
訴追のリスク（特に個人の刑事責任）

医療安全管理者のスキル

事故調査委員会の運営、報告書作成などのマネジメント
RCA等の分析手法

⇒研修会の内容に反映

患者さんへの対応の重要性

⇒「注意喚起文」（後述）に反映
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医療安全
管理者の
研修

医法協・
全日病
合同開催

第１・第２
クールは
座学
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第３クール グループワーク

初日RCA（根本原因分析）＋ヒアリングスキル
２日目FMEA（故障モード影響解析）演習

再発防止には分析手法を十分に理解するこ
とが重要
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修了証と認定証
日進月歩の医療における担当者の資質の維持向上には

継続・更新が必要
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医療事故調査制度は、適切に運用されるならば
医療への信頼性向上に寄与

医療事故調査制度に関する研修の敷居を下げるよう、２０２３年度ま
では延べ３日間だったコースを、２０２４年度はエッセンスを凝縮させ
た１日コースとして広く受講生を募集

⇒定員いっぱいまで応募あり

「法に則った適切な制度運用の重要性」を病院団体として強く認識し、
2024年９月に「注意喚起」の形で改めて全会員に周知
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医療事故
調査制度を
正しく理解
するための
研修

実際に
起こった時
の対応や、
報告すべき
事例かどう
かの判断に
ついて
徹底議論

２０例の事例を想定、報告すべき医療事故に該当
するかとその理由について全員で検討 18



医療事故調査制度への
病院としての対応に関する注意喚起

医療の質と安全の向上に必須
↓

広く捉えて積極利用

１ すべての死亡事例について病院として検討する体制を構築すること

２ 「医療に起因する予期せぬ死亡」を法律の範囲内で広く解釈し、医
療事故と判断された場合には、医療事故調査・支援センターに届け
出を行い、事故調査を実施すること

３ 遺族からの申し出に対応できる体制を構築すること。申し出があっ
た場合には事故調査に該当するかを検討すること

４ 事故調査の結果説明に際して、遺族にとって分かりやすい院内調査
報告書の作成と説明を心がけること

実際の周知文
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支援団体として、病院団体として当協会が
今後なすべきこと、要望すること

医療事故調査制度の設立過程から積極的に参画し、会員への周知、研修
の実施など、その発展に寄与してきた

医療の質と安全の向上に寄与できるよう今後も積極的に取り組む
医療事故調査制度の一層の周知：特に報告すべき事例の理解促進

医療安全管理者の研修の一層の充実（更新を含む）

支援団体として専門家の派遣

会員病院からの相談対応

その他
医療安全への取り組みや医療事故調査制度運用に関する活動実態（現場に大きな
精神的、経済的負担がかかる）に見合った評価

医療事故についての刑事免責の検討（医療事故の内容による）
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